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発表内容 公開

Ⅲ．研究開発成果

Ⅳ．成果の実用化・事業化に
向けた取組及び見通し

Ⅱ．研究開発マネジメント

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性 (1)事業の目的の妥当性
(2)NEDOの事業としての妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性
(3)研究開発の実施体制の妥当性
(4)研究開発の進捗管理の妥当性
(5)知的財産等に関する戦略の妥当性

(1)成果の実用化に向けた戦略
(2)成果の実用化に向けた具体的取組
(3)成果の実用化の見通し

(1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
(2)成果の普及
(3)知的財産権の確保に向けた取組



FY2011 FY2012 FY2013 FY2014 FY2015 FY2016 FY2017 FY2018

★中間評価 ★中間評価 ★事後評価
1.海洋エネルギー発電システム実証研究

機械式波力発電 対象
ジャイロ式波力発電
空気タービン式波力発電
着定式潮流発電
浮体式潮流発電
越波式波力発電
海洋温度差発電 対象
垂直軸直線翼型潮流発電
水中浮遊式海流発電 対象

2.次世代海洋エネルギー発電技術研究開発
水中浮遊式海流発電
海洋温度差発電
油圧式潮流発電
橋脚利用式潮流発電
海中浮体式海流発電
相反転プロペラ式潮流発電 対象
着定式潮流発電
橋脚・港湾構造物利用式潮流発電 対象
リニア式波力発電 対象

3.海洋エネルギー発電技術共通基盤研究
海洋エネルギー発電技術に関する情報収集・分析
海洋エネルギー発電技術の性能試験方法等の検討
地域協調型海洋再生可能エネルギー利用に関する検討
性能評価手法及びポテンシャル調査 対象
ポテンシャル推定
海洋エネルギー等再生可能エネルギーを活用した産業創
出の可能性に係る調査事業
海洋エネルギー発電技術に係る生物付着影響の調査及
び対策の検討
国内外の海洋エネルギー利用事例における海域等への
影響に関する調査

評価
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公開1. 事業の位置付け・必要性 (1)事業の目的の妥当性
◆事業実施の背景と事業の目的
社会的背景

日本における海洋エネルギーの研究開発は世界と競争し得るポテンシャルを有している。し
かし、近年欧米では海洋エネルギーの商業化に先んじた実証研究が急速に進んでおり、先進的
な取り組みが行われている。こうした欧米の技術開発に遅れを取らぬよう、早急に海洋エネル
ギーの実用化に向けた総合的な事業を展開する必要がある。

海洋エネルギー発電技術は未だ実海域での運転実績が少なく、発電原価も高コストとされて
いるが、四方を海に囲まれている我が国のエネルギー自給率の向上及び再生可能エネルギーの
導入普及を図り、風力発電や既存の基幹電力レベルまでコストを低減し、事業化として成立さ
せていくためには、中・長期的な研究開発及び実証研究が必要である。

事業の目的
本事業では、海洋エネルギー発電技術における新規産業の創出及び国際競争力の強化に資す

ることを目的に、実用化に向けた実証研究や高効率化研究等の要素技術開発を実施し、海洋エ
ネルギー発電技術の実用化段階への迅速な移行を目指す。本事業を実施することにより、国内
のエネルギーセキュリティーの向上、海洋エネルギー発電技術に係る国内技術の確立及び海外
市場への進出が期待される。

なお、海洋エネルギー発電市場が未だ創出されていない中で中・長期的な技術開発を行うこ
とは、民間企業にとってリスクが高いため、ＮＥＤＯがこれらの技術開発を主導して実施する。

事業原簿 Ⅰ－１～８
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公開1. 事業の位置付け・必要性 (1)事業の目的の妥当性
◆政策的位置付け
「海洋基本計画」（２０１３年４月閣議決定）
「海洋に関する施策に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策」の中で、
海洋再生可能エネルギーの利用促進として具体的に、海洋エネルギー（波力、潮
流、海流、海洋温度差等）を活用した発電技術として、４０円／ｋWhの達成を
目標とする実機を開発するとともに、更なる発電コストの低減を目指すため、革
新的な技術シーズの育成、発電システムの開発、実証研究等、多角的に技術研究
開発を実施する、とされている。

「エネルギー基本計画」（２０１４年４月閣議決定）
「取り組むべき技術課題」の中で、海洋エネルギー等の再生可能エネルギーにつ
いては低コスト化・高効率化や多様な用途の開拓に資する研究開発等を重点的に
推進するとともに、再生可能エネルギー発電の既存系統への接続量増加のための
系統運用技術の高度化や送配電機器の技術実証を行うとされている。

「新成長戦略」（２０１０年６月閣議決定）
「成長戦略実行計画（行程表）」のうち、「Ⅰ環境・エネルギー大国戦略」中に、
「海洋資源・海洋再生可能エネルギー等の開発・普及の推進」を２０２０年まで
に実現すべきであると記載されている。

事業原簿 Ⅰ－１～８
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公開1. 事業の位置付け・必要性 (1)事業の目的の妥当性

国内外の研究開発動向

日本 海流

出展 ： 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 新エネルギー小委員会（第16回）
資料2 再生可能エネルギーの導入拡大に 向けた施策の方向性について（2016年6月） （一部加筆）

Oystar2：800kW（英国）

空気タービン式：15kW

HS1000：1MW
（ノルウェー）

実証案件なし
2019年度に環境省事業で五島沖に2MW実証を予定

実証案件なし

水中浮遊式：100kW

ハワイ：210kW

久米島：100kW

事業原簿 Ⅰ－１～８
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公開1. 事業の位置付け・必要性 (1)事業の目的の妥当性
技術戦略上の位置付け
海洋エネルギーの技術戦略は２０１７年度に策定

→ 本事業は戦略策定前に開始
本事業の開発進捗等
から次に実施すべき
プロジェクト案を提
案

２０１８年度新規事業

「海洋エネルギー発電
実証等研究開発」
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公開1. 事業の位置付け・必要性 (1)事業の目的の妥当性
他事業との関係

大規模潜在エネルギー源を活用した低炭素技術実用化推進事業のうち
「潮流発電技術実用化推進事業」（経済産業省連携事業）

実施省庁：環境省
事業期間：2014年度～2019年度
事業概要：漁業や海洋環境への影響を抑えた、日本の海域での導入が期待できる

国内初の商用スケール（500kW以上）の潮流発電システムの開発及び
実証を行う。当該実証により、国内の導入に向け、難易度の高い施工
方法等を含む潮流発電技術及び発電システムを確立する。

事業計画 2015 2016 2017 2018 2019

環境影響等調査

エンジニアリング

技術実証

事業性評価

NEDO事業「着定式潮流発電（川崎重工）」移管。川崎重工撤退後、環境省事業として
新規公募を実施。 → 潮流発電の実証事業は環境省で実施
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公開1. 事業の位置付け・必要性 (2)NEDOの事業としての妥当性
NEDOが関与する意義

第３期中長期計画
海洋エネルギー発電技術について、開発した技術を実海域において実証を行うとともに、

発電コストの低減等に向けた技術開発を行い、中長期的に他の再生可能エネルギーと同程度
の発電コストを達成することに貢献する。

【本事業の狙い】
① 海洋エネルギー発電システム実証研究 （ハイリスク、連携必要）

海洋エネルギー発電システムの実証試験を実海域で実施する。
また、実証試験の結果に基づき事業化時の試算で、発電コスト４０円／ｋWh以下を
見通せるシステムを確立すること。

② 次世代海洋エネルギー発電技術研究開発 （ハイリスク、連携必要）
スケールモデルによる性能試験及び評価を完了する。また、２０２０年以降事業化時の
試算で発電コスト２０円／ｋWh以下を見通せる海洋エネルギー発電装置に係る
コンポーネントや部品等の要素技術を確立すること。

③ 海洋エネルギー発電技術共通基盤研究 （公共性、連携必要）
海洋エネルギー発電に係る性能試験・評価方法や手順に関する検討を終了する。
国内の海洋エネルギーのポテンシャル等、海洋エネルギーに係る情報基盤を整理する。
また、海洋エネルギー発電技術の共通の技術課題を克服する。

事業原簿 Ⅰ－１～８

NEDOの関与が妥当かつ効果的な事業
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公開1. 事業の位置付け・必要性 (2)NEDOの事業としての妥当性

実施の効果（費用対効果）

費用の総額（実績）：９５億円
（２０１１年度～２０１７年度）

市場の効果
短期的（２０２０年ごろ）
導入先：国内独立系統離島
年間３５０億円以上の赤字を出していると想定※

独立系統離島電源の２０％に海洋ネルギーを導入：
１，３００億円程度の電力市場が期待

長期的（２０４０年以降）
導入先：国外の離島・沿岸部、国内の離島以外

年間７００～３，０００億円程度の電力市場が期待※2

CO2排出削減効果：最大１４百万トン

※ 経済産業省「電力取引監視等委員会 電力料金審査専門会合」資料（平成27年10月）より

※2 IEA –OES「World Energy Outlook 2016」の各シナリオ導入量予測から、
国内シェア80%、アジア・オセアニア シェア30%、欧米その他 シェア5～10%として試算。

事業原簿 Ⅰ－１～８
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公開2. 研究開発マネジメント (1)研究開発目標の妥当性
事業概要
研究開発項目 事業内容 実施事例

①海洋エネルギー発電
システム実証研究

(1)実証研究フィージビリティ・スタディ
波力発電、潮流発電、海流発電、海洋温度差発電

等の海洋エネルギー発電に係る実証研究を実施する
に当たり、フィージビリティ・スタディ（FS）を
実施する。FSでは想定海域の自然条件の調査の他、
実証研究事業の詳細な全体計画の策定、事業性評価、
環境影響評価等の他、実証研究の実施に向けて必要
な性能試験を実施する。

また、FSに伴う性能評価や環境影響評価等は事
業内で設置する委員会等を必要に応じ活用する。
(2)発電システム実証研究

「(1)実証研究フィージビリティ・スタディ」に
おいて実施可能性及び事業性が高いと判断された技
術について実海域にデバイスを設置し、実証研究を
実施する。実証研究では、デバイスの発電特性、施
工・設置方法、塩害・生物付着対策技術、遠隔監視
システム等の性能やコストを検証し、発電システム
を確立する。

また、実証研究に伴う性能評価試験や環境影響評
価の検討等については、事業内で設置する委員会等
を必要に応じ活用する。

機械式波力発電

海洋温度差発電

水中浮遊式海流発電

東京都神津島沖で実証

沖縄県久米島の
プラントを使用
して2段ランキン
サイクルを実証

鹿児島県口之島沖で実証
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公開

事業概要
研究開発項目 事業内容 実施事例

②次世代海洋エネル
ギー発電技術研究開発

(1)コンセプト検証
海洋エネルギー発電装置に係るコンポーネントや

部品等、発電性能や信頼性の向上等に係る要素技術
について、水槽試験やシミュレーション等を実施し、
基本コンセプトを検証する。
(2)スケールモデル試験

「(1)コンセプト検証」において要素技術が適切
に検証されていると判断された技術について、ス
ケールモデル試験を実施する。スケールモデル試験
では、海洋エネルギー発電装置に係るコンポーネン
トや部品等のスケールモデルによる性能試験及び評
価を実施し、発電性能や信頼性の向上等に係る性能
やコストを検証し、要素技術を確立する。

また、要素技術開発に伴う性能評価や環境影響評
価等は、事業内で設置する委員会等を必要に応じ活
用する。

リニア式波力発電
リニア発電機を用いた波力発電
水槽試験による検証を実施

橋脚・港湾構造物利用式潮流発電
橋脚等の港湾構造物を利用して垂直

軸の発電機を設置する方式
水槽試験による検証を実施

相反転プロペラ式潮流発電
前後2枚相反転するプロペラを用い

た潮流発電機
水槽試験を実施した後、1/7スケー

ルモデルによる実海域での曳航試験を
実施

2. 研究開発マネジメント (1)研究開発目標の妥当性
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公開

事業概要
研究開発項目 事業内容 実施事例

③海洋エネルギー発電
技術共通基盤研究

欧州を中心とした海洋エネルギーの先進地域
における産業政策、技術開発や市場動向等、先
進情報を収集・分析、海洋エネルギー発電技術
に係る性能試験・評価方法や手順に関する指針、
国内市場のポテンシャルや導入に必要な条件等、
海洋エネルギー発電技術開発を推進する情報基
盤を整理する。また、海洋エネルギー発電技術
の共通の技術課題克服のための研究開発を行う。

性能評価手法及びポテンシャル調査

潮流 流速[m/s] 平均値
（五島列島、2014年、海底上10m）

2. 研究開発マネジメント (1)研究開発目標の妥当性
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公開

事業の目標及び根拠
研究開発項目 最終目標 根拠

①海洋エネルギー発電シス
テム実証研究

海洋エネルギー発電システムの実証試験
を実海域で実施する。また、実証試験の結
果に基づき事業化時の試算で、発電コスト
４０円／ｋWh以下を見通せるシステムを確
立すること。

離島におけるディーゼル発電に対し
て競争力を有する発電コスト４０円／
ｋWhをめざし、さらに他の再生可能エ
ネルギーに対してコスト競争力を有す
る発電コスト２０円／ｋWhを目指して
設定したもの。

現状の技術レベルに対して高い目標
設定であり、このコストを実現する技
術が構築できれば、国際市場における
市場シェアの獲得及び発電デバイスの
早期実用化が期待される。

②次世代海洋エネルギー発
電技術研究開発

スケールモデルによる性能試験及び評価
を完了する。また、２０２０年以降事業化
時の試算で発電コスト２０円／ｋＷｈ以下
を見通せる海洋エネルギー発電装置に係る
コンポーネントや部品等の要素技術を確立
すること。

③海洋エネルギー発電技術
共通基盤研究

海洋エネルギー発電技術に係る性能試
験・評価方法や手順に関する検討を終了す
る。国内の海洋エネルギーのポテンシャル
等、海洋エネルギーに係る情報基盤を整理
する。また、海洋エネルギー発電技術の共
通の技術課題を克服する。

海洋エネルギー発電市場が未だ創出
されていない中、導入に向けて必要な
性能・信頼性評価手法やコスト指標、
ポテンシャルなどの基礎データを提供
することで、実用化に向けた推進を図
ることを目的としたもの。

海洋エネルギー発電技術の実用化に
大きく資することが期待される。

2. 研究開発マネジメント (1)研究開発目標の妥当性

事業原簿 Ⅱ－１～３



FY2011 FY2012 FY2013 FY2014 FY2015 FY2016 FY2017
①実証研究

②次世代要素

③共通基盤
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公開

研究開発のスケジュール

機械式波力

▲：ステージゲート評価委員会・次世代海洋エネルギー評価委員会 ●：最終目標

FS ▲ ▲▲ 実証

海洋温度差

水中浮遊式海流

FS ▲ 実証

FS ▲ 実証

リニア式波力

橋脚・港湾構造物

相反転プロペラ

コンセプト検証 ▲ スケールモデル試験

コンセプト検証 ▲ スケールモデル試験

コンセプト検証 ▲ スケールモデル試験

2. 研究開発マネジメント (2)研究開発計画の妥当性

ポテンシャル精査・計測手法

事業原簿 Ⅱ －３２
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公開

予算

2. 研究開発マネジメント (2)研究開発計画の妥当性

事業原簿 Ⅱ－１～７

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 合計

海洋エネルギー発電
技術研究開発 1,000 2,100 2,520 2,750 1,500 1,000 600 11,470

単位：百万円

実績

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 合計

①実証研究 298 1,198 354 404 340 1,167 1,355 5,116

②次世代要素 73 508 950 1,125 848 327 96 3,927

③共通基盤 38 42 － － 226 80 37 423

合計 409 1,748 1,304 1,529 1,414 1,574 1,488 9,466

単位：百万円
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公開2. 研究開発マネジメント (3)研究開発の実施体制の妥当性
研究開発の実施体制（評価対象事業のみ）

NEDO

①海洋エネルギー発電システム実証研究
・機械式波力発電

三井造船(株)
再委託先：東京大学、五洋建設(株)

・海洋温度差発電
ジャパンマリンユナイテッド(株)
佐賀大学

・水中浮遊式海流発電
(株)IHI

再委託先：(株)三井物産戦略研究所
東京大学

事業原簿 Ⅱ－２２～２３

②次世代海洋エネルギー発電技術研究開発
・リニア式波力発電

(公財)釜石・大槌地域産業育成センター
東京大学

再委託先：(株)及川工務店
(株)小鯖船舶工業

東北大学、横浜国立大学
(国開)海上・港湾・航空技術研究所

・橋脚・港湾構造物利用式潮流発電
中国電力(株)

再委託先：五洋建設(株)
広島工業大学

再委託先：シンフォニアテクノジー(株)
・相反転プロペラ式潮流発電

(株)協和コンサルタンツ
アイム電機工業(株)

再委託先：イーグル工業(株)
前田建設工業(株)
九州工業大学
早稲田大学

③海洋エネルギー発電技術共通基盤研究
・性能評価及びポテンシャルの調査

みずほ情報総研(株)
九州大学
鹿児島大学

プロジェクトリーダー（２０１３／４～）
横浜国立大学 名誉教授 亀本 喬司協議

指示

共同研究 委託 委託

※事業者名は事業終了時点のもの
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公開2. 研究開発マネジメント (4)研究開発の進捗管理の妥当性
研究開発の進捗管理

推進委員会の開催
技術開発の着実な実施に向け、実施者からPL及びNEDOが実施状況、進捗等を確認する会議を適宜開催。
必要に応じて、技術的なアドバイス等を実施。

ステージゲート審査委員会等の開催
技術開発状況に合わせ、ステージゲート審査委員会を開催。
各事業の次フェーズへの移行に向けた審議を行い、評価を実施。

海洋エネルギーシステム実証研究の開催例（抜粋） 次世代海洋エネルギー技術研究開発の平成28年度以降
開催例（抜粋）

2016年6月8日 相反転プロペラ式潮流発電 第7回推進委員会

2016年6月23日 機械式波力発電 推進委員会

2016年7月26日 水中浮遊式海流発電 推進委員会

2016年11月24日 相反転プロペラ式潮流発電 第8回推進委員会

2016年11月28日 橋脚・港湾構造物利用式潮流発電 第3回推進委員会

2016年12月9日 リニア式波力発電 第4回推進委員会

2017年2月3日 リニア式波力発電技術評価委員会

2017年3月2日 相反転プロペラ式潮流発電 第9回推進委員会

2017年3月29日 橋脚・港湾構造物利用式潮流発電 第4回推進委員会

2017年6月14日 相反転プロペラ式潮流発電 第10回推進委員会

2017年6月20日 水中浮遊式海流発電 推進委員会

2017年8月3日 橋脚・港湾構造物利用式潮流発電 第5回推進委員会

2017年9月4日 相反転プロペラ式潮流発電 第11回推進委員会

2017年10月10日 リニア式波力発電 第5回推進委員会

2017年12月13日 相反転プロペラ式潮流発電 第12回推進委員会

2018年2月8日 水中浮遊式海流発電 推進委員会

2018年3月9日 橋脚・港湾構造物利用式潮流発電 第6回推進委員会

2015年8月20日 機械式波力発電 技術評価委員会

2015年12月1日 海洋温度差 ステージゲート審査委員会

2016年1月7日
機械式波力発電 技術評価委員会
垂直軸直線翼型潮流発電 ステージゲート審査委
員会

2016年2月23日 水中浮遊式海流発電 ステージゲート審査委員会

2016年7月5日 機械式波力発電 ステージゲート審査委員会

2016年7月26日 水中浮遊式海流発電 推進委員会

2016年12月8日 海洋温度差発電 技術評価委員会

2017年12月5日 機械式波力発電 推進委員会

2018年2月8日 水中浮遊式海流発電 推進委員会

成果のとりまとめまで含め、実施状況の確認、技術的アドバイスを実施

事業原簿 Ⅱ －33
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公開2. 研究開発マネジメント (4)研究開発の進捗管理の妥当性
中間評価結果への対応

指摘 対応

1

海洋エネルギーは多種多様であり、海という
過酷な環境下では実用化に至らない研究テー
マも多い。一度に全ての研究テーマを推進す
ると人的資源や予算が分散するため、他の
NEDOプロジェクト以上にメリハリをつけた
マネジメントを行い、研究テーマの選択と集
中を行い早い段階で行うことが求められる。

２０１６年度中間評価の評価結果を参考とし
て、継続実施中の事業に対して技術評価委員
会での審議等を実施したうえで、実施内容の
見直しを行い、予算の集中と選択を実施した。

2

海洋エネルギーは、既に実用化された太陽光
と風力に比べ技術的に難しく、現時点のコス
トも高いため、海洋エネルギーの特徴を生か
した研究開発が重要で、開発された技術を活
用していくための技術戦略が必要である。

２０１７年度にNEDO技術戦略研究センター
にて海洋エネルギーの戦略を策定。戦略策定
にあたっては、本事業の成果等を情報提供し、
波力、潮流等電源毎のポテンシャル、導入
ターゲット等を検討した。
２０１８年度から開始した本事業の後継事業
である「海洋エネルギー発電実証等研究開発
事業」の事業内容検討において、策定した戦
略を参考とした。

下記は、主な指摘事項に対する対応。
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公開2. 研究開発マネジメント (5)知的財産等に関する戦略の妥当性

知的財産権等に関する戦略
オープン／クローズ戦略の考え方

非競争域 競争域

公

開
シミュレーション技術

発電技術
製造技術

メンテナンス技術
姿勢制御技術

非
公
開

熱サイクル技術

積極的に権利化

設計手法の確立

標準化 IEC TC 114
波力・潮流エネルギーの算定方法

基本特許：材料、構成、構造
周辺特許：用途、システム、周辺

ノウハウとして秘匿
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公開2. 研究開発マネジメント (5)知的財産等に関する戦略の妥当性

知的財産権等に関する管理

➤知的財産管理指針の策定
・特許を受ける権利の帰属
・大学等と企業の共有特許
・プロジェクト内での実施許諾

等について規定

➤知的財産取り扱いの要点（産学連携コンソーシアムの活動例）
運営会議の設置（1回/月程度で開催）

･成果の発表時期、方法及び内容
･コンソーシアム全体での出願、自己名義の出願
･共同成果の持分及び責務等

事業原簿 Ⅱ －３０～３２
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公開3. 研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
研究開発項目ごとの目標と達成状況

研究開発項目 最終目標 成果 達成度 今後の課題と解決方式

①実証研究

海洋エネルギー発電システム
の実証試験を実海域で実施す
る。また、実証試験の結果に
基づき事業化時の試算で、発
電コスト４０円／ｋWh以下を
見通せるシステムを確立する
こと。

機械式波力発電、海洋温度差発電、
水中浮遊式海流発電で、実海域で
の実証試験を実施した。
実証試験の結果に基づき、事業化
時の規模等を検討し、発電コスト
の試算を行い、４０円／ｋWh以下
を見通せるシステムを確立した。

◎

・１年以上の長期実証
による運転維持管理方
法の確立
・事業化に向けた低コ
スト化

等

②次世代要素

スケールモデルによる性能試
験及び評価を完了する。また、
２０２０年以降事業化時の試
算で発電コスト２０円／ｋWh
以下を見通せる海洋エネル
ギー発電装置に係るコンポー
ネントや部品等の要素技術を
確立すること。

リニア式波力発電、橋脚・港湾構
造物利用式潮流発電、相反転プロ
ペラ式潮流発電でコンセプト設計
を完了、スケールモデルによる性
能試験として水槽試験、一部曳航
試験を実施し評価を行った。
その結果を基に施工、発電機の製
造等に係る費用を机上で検討し２
０円／ｋWhの可能性を見出した。

○

・実海域での実証に向
けた開発の実施
・スケールアップした
実証機の設計、製造

等

③共通基盤

海洋エネルギー発電技術に係
る性能試験・評価方法や手順
に関する検討を終了する。国
内の海洋エネルギーのポテン
シャル等、海洋エネルギーに
係る情報基盤を整理する。ま
た、海洋エネルギー発電技術
の共通の技術課題を克服する。

性能試験・評価方法や手順の検討
は２０１２年度末に完了。
国内の海洋エネルギーのポテン
シャル等を調査し、その結果によ
る調整を行った海洋エネルギーポ
テンシャル情報をWeb上のマップ
の形で整理した。

◎
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公開3. 研究開発成果 (1)研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
達成状況と成果の意義

研究開発項目 成果（詳細） 意義

①実証研究

機械式波力発電は東京都神津島沖、海洋温度差
発電は沖縄県久米島、水中浮遊式海流発電は鹿
児島県口之島沖で、実海域での実証試験を実施
した。実証試験で得られた発電性能等に加え、
施工方法の検証等、得られた結果に基づき、事
業化時の規模等を検討、発電コストの試算を行
い、４０円／ｋWh以下を見通せるシステムを
確立した。

開発した海洋ネルギー発電デバイスのスケールモ
デルではあるが実海域での短期実証試験に成功し、
実用化に向けた次の開発フェーズの可能性が確認
できると共に、水中浮遊式海流発電の世界初の成
功など、海洋エネルギー発電という発電方式の周
知が出来た。

②次世代要素

リニア式波力発電、橋脚・港湾構造物利用式潮
流発電、相反転プロペラ式潮流発電でコンセプ
ト設計を完了、スケールモデルによる性能試験
として水槽試験等を実施した。特に相反転プロ
ペラ式潮流発電では、実海域での曳航試験を実
施、発電性能、効率等について評価を行った。
その結果を基に、開発した要素技術を組み込ん
だ発電機による施工及び製造等に係る費用を机
上で検討し２０円／ｋWhの可能性を見出した。

コンセプト設計を終了し、水槽試験ではあるがス
ケールモデルによる性能試験を実施し、有効性を
確認した。
リニア式波力発電は他の波力発電でも使用可能な
波の予測手法の開発、相反転プロペラ式潮流発電
では前後二段のプロペラによる効率向上を確認し
ており、他のデバイスへの展開の可能性を確認し
た。

③共通基盤

性能試験・評価方法や手順の検討は２０１２年
度末に完了。
国内の海洋エネルギーを調査し、潮流、海流等
のポテンシャルが高いエリアの詳細な情報を海
洋エネルギーポテンシャル情報としてWeb上
のマップの形で整理、公表しTあ。

海洋エネルギーのポテンシャル情報について、実
海域での計測結果と過去情報の組み合わせによる
より精度の高い情報の提供をWeb上のマップの形
で整理することにより、海洋エネルギー発電の導
入に有効な資料として活用できる。

事業原簿 Ⅲ－３～３８
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公開3. 研究開発成果 (2)成果の普及
成果の普及

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 計

論文（査読付き）※ 0 0 6 11 8 2 2 29件

研究発表・講演 6 29 56 36 44 19 19 209件

受賞実績 0 0 2 1 1 3 0 7件

新聞・雑誌等への掲
載

42 54 33 32 33 43 16 253件

展示会への出展 1 6 4 7 10 1 ０ 29件

【2018年11月16日現在】

事業原簿 添付資料３

※ 査読なし論文は研究発表・講演に含む
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公開3. 研究開発成果 (2)成果の普及
成果の普及

記者会見、プレスリリース

水中浮遊式海流発電
【新聞等露出】
日本経済新聞、読売新聞、
朝日新聞等 48記事
NHK、日本テレビ、テレ
ビ朝日等 5番組で露出

機械式波力、相反転プロ
ペラ式等積極的にリリー
スを実施

事業原簿 Ⅱ －３～37

講演等
海と産業革新コン
ベンションでの講
演等実施
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公開3. 研究開発成果 (3)知的財産権の確保に向けた取り組み

○実験・解析を用いた設計の最適化によるコスト低減（発電装置、アレイ配置など）
○ 長期耐久性や安全面での実用性向上（高強度の素材・材質の研究、生物付着軽減策

の検討、機器の姿勢制御法の開発など）
○ 大型化（スケールメリット）によるコスト低減（新型プラントの概念設計など）
○ 施工・設置・メンテナンスのコスト低減（時間短縮のための工法など）
○ パワーマトリックス（波浪）、パワーカーブ（海流・潮流）、海象条件の標準化

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 計

特許出願（うち外国出
願）

4（2） 13（1） 26（3） 21（6） 16（6） 26（9） 30（12) 136（39）

※2018年11月16日現在

事業原簿 添付資料３
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公開4. 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通し
(1)成果の実用化・事業化に向けた戦略

本プロジェクトにおける「実用化・事業化」の考え方

①海洋エネルギー発電システム実証研究
本研究で開発した発電デバイスを製品化し、販売が開始されることをいう。

②次世代海洋エネルギー発電技術研究開発
本研究で開発されたデバイスを用いて、実海域での実証が開始されることをい
う。

③海洋エネルギー発電技術共通基盤研究
本研究開発成果が、海洋エネルギー発電の開発者に活用されることをいう。
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公開4. 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通し
(1)成果の実用化・事業化に向けた戦略

成果の実用化・事業化に向けた戦略
実用化に向けた導入ターゲットの検討
・ディーゼル発電機で発電を行う独立系統離島

→ 系統容量が小さい→ 変動する再エネの導入が難しい
→ ディーゼル発電による発電コストが高い→ 早期実用化が可能な市場

複合利用によるビジネスモデルの検討
・他の再エネにより発電コストが高い

→ 複合利用によるビジネスモデルの検討
例)海洋温度差発電の水産業等との複合利用

事業原簿 Ⅱ－１９～２３
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公開4. 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通し
(2)成果の実用化・事業化に向けた具体的取組

事業原簿 Ⅳ－１～３
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公開4. 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通し
(3)成果の実用化・事業化の見通し

①海洋エネルギー発電システム実証研究

●機械式波力発電：
「同調制御」の考え方により発電装置の固有周期を海域の波周期に合わせる

ことで発電量を推定した。

実証機（PB3=定格3kW)の結果を基に、商業規模の機種（PB40=定格40ｋW)
に対する、同調効果（発電量改善）を検討した

●海洋温度差発電：
2段ランキンサイクル及び高効率熱交換器の要素技術を基に、実海域実証
試験を行った結果、安定して連続運転できることが確認できた。また計測結
果との比較から、本システムの熱サイクル出力がシミュレーションにより高精
度で計算可能であることが確認できた。10MW級洋上浮体式 発電設備の概
念設計の見直しにより、発電コスト計算の精度を「次世代研究開発」時よりも
向上させた。その結果、発電コスト40円/kWhは達成可能であることが確認で
きた。
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公開4. 成果の実用化・事業化に向けた取り組み及び見通し
(3)成果の実用化・事業化の見通し

●水中浮遊式海流発電：
黒潮海域で、世界初の実証試験を実施し、実証機の発電性能や姿勢制御シ
ステムの検証などを行った。海流が流れる海域であれば2MW 級の大型発
電デバイスを100機規模で設置することを可能にすることで、従来の海洋再
生可能エネルギー装置と比較しても大幅な発電コストの低減が見込まれ、再
生可能エネルギーの有力な選択肢となり得ることを検証した。
長期の信頼性等を検証するために、H30年度から長期実海域実証試験に
向けたフィージビリティスタディを実施中。

※H30年度 課題設定型産業技術開発費助成事業（NEDO）：
海洋エネルギー発電実証等研究開発事業
海洋エネルギー発電長期実証研究
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